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「TPP（環太平洋パートナーシップ）をめぐる国内の選好形成」 

 

                     久米郁男・古城佳子・西澤由隆1 

 

  注記 

 

本ペーパーは、日本国際政治学会 2013 年度研究大会「理論と方法」分科会（2013

年 10 月 25 日）にて配布・報告したものである。その後、諸般の事情により論文と

して公表していなかったが、ワーキング・ペーパーとして公開する。 

 

１．はじめに−TPP と国内選好 

 

 東アジア太平洋地域において多くの FTA（自由貿易協定）・EPA（経済連携協定）

の枠組みが成立あるいは交渉中である2。日本は、2002 年にシンガポールとの EPA

を締結して以降、13 の EPA・FTA を結んできた。また、現在では、日—EU、日中韓

など 10 の EPA・FTA を交渉中である。数多くの枠組みがある中で、TPP（環太平洋

経済パートナーシップ）は日本国内において最も議論の対象となる枠組みとなって

いる3。その理由として、１）TPP が、自由化レベルの高い包括的な協定であり、物

品の関税は例外なく 10 年以内に撤廃する「例外なき自由化」を掲げていること、

２）「例外なき自由化」を支持するアメリカが交渉に加わったことにより自由化交

渉が厳しくなることが予想されていること、があげられる。 

 日本が TPP 交渉に参加するか否かは、民主党政権期から政治的な争点となってき

た。菅政権では 2010 年 10 月、参加を表明したものの、民主党内からも反対を受

けて交渉参加を決定することはできず、野田政権でも 2011 年 11 月 APEC 首脳会議

で、交渉に向けての各国との協議に入ると表明したものの、交渉参加の決定は見送

られた。しかし、2012 年 12 月の衆議院選挙で「聖域なき関税撤廃を前提とする限

り、TPP 交渉参加に反対する」と公約していた自民党であるが、2012 年 12 月に成

 
1 久米郁男は早稲田大学教授、古城佳子は発表時は東京大学教授で現在は青山学院大学教
授、西澤由隆は同志社大学教授。 
2 日本政府は、EPAを貿易の自由化に加え、投資、人の移動、知的財産の保護、競争政策
におけるルール作り等の様々な分野での協力を含む幅広い経済関係強化を目的とする協定

として、FTA （物品の関税やサービス貿易の障壁等を削減・撤廃を目的とする協定）と区
別している。 
3 TPPは、2006年にシンガポール、ニュージーランド、チリ、ブルネイの４カ国（P4）
の間の協定が発効し、2010年に米、豪、ペルー、ベトナムを加え８カ国での交渉が開始さ
れた。その後、マレーシア、メキシコ、カナダが交渉に参加した。 
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立した第二次安倍政権では、2013 年３月「TPP は聖域なき関税撤廃を前提としてい

ないことを確認」したとして、参加を決断するに至った4。 

 TPP は、安倍首相が記者会見で「国論を二分するこの問題」と述べたように、国

内では政治争点化してきた。その理由として、新たな自由化により不利益を被ると

予想する社会集団の反対が強いことがあげられる。中でも、農業セクターの反対は

強い。民主党政権が、TPP 交渉への参加を決断できなかったことについての従来の

説明では、不利益が予想される社会集団の反対、及び反対する集団の支持が必要な

民主党議員の反対が強力だったとされる。他方、TPP についての世論調査の支持率

は、上下動はするものの上昇してきている。安倍政権が交渉参加を決断した背景に、

世論調査における支持率の上昇があったのかもしれない。 

 では、TPP に対する国内の選好とはどのようなものだろうか。また、国内の選好

を知ることはなぜ重要なのであろうか。本論文では、TPP に対する国内選好がどの

ように形成されるのかを明らかにすることを目的としている。TPP に対する国内の

選好形成を検討する前に、国内の選好を知ることがなぜ重要なのかをまず考察しよ

う。 

 

２．二層ゲームモデルと国内選好の重要性 

 外交交渉の分析の枠組みとしての２層ゲーム（two-level game）モデルの有効性

は、グローバル化が進み、民主的な国家の増加が進む状況下で増大している（Putnam 

1988）。２層ゲームモデルでは、政府が、自国の利益の最大化を目指す国家間の交

渉（レベル１）と政府の政策への国内社会の支持の調達（レベル２）とを同時に行

っているととらえる。この場合、国内において受け入れ可能な政策に関する妥協の

幅は勝利集合（win-set）という概念で示される。外交交渉を理解するには、国家

間の交渉だけでなく、国内での勝利集合を明らかにすることが重要であり、勝利集

合をどのように把握するのかを考える必要がある。 

 勝利集合については、勝利集合の幅（大きさ）に影響を与える要素として、政府

の指導者（Chief of Government）のレベル１での戦略、国内社会の選好、国内制

度が挙げられている（Putnam 1988）。中でも、グローバル化が進む今日、民主主

義国家における対外政策の形成において、勝利集合の幅を左右する国内社会の選好

の重要性は増大している。対外経済政策、特に、通商政策については、従来から国

内の社会集団の選好が通商政策の形成に与える影響が重視され、社会集団の選好の

分析が行われて来た（Milner 1988など）。 

 では、社会集団の選好はどうしたら明らかにできるのか。通商政策における社会

 
4 安倍首相記者会見（2013年 3月 15日、
http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/0315kaiken.html） 
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集団の選好について、先行研究では、国内社会集団の自由貿易への選好の形成は配

分的帰結（distributional consequences of trade policy）によるとする説明が

主流である。すなわち、自由貿易にすることによって誰が得をして誰が損するかに

よって決まると考えるのが国際政治経済学の基本的な主張であった。損得を分ける

基準はどこにあるのか、という点については、経済学理論に基づいた生産要素に着

目したモデルと産業セクターに着目したモデルによる説明がなされてきた。ストル

パー＝サミュエルソン定理に基づく生産要素に着目したモデルは、生産要素の希少

性によって得する者と損する者が決定すると主張し（Rogowski 1989、 Midford, 

1993 など）、リカルド＝ヴァイナーモデルに拠る産業セクターに着目したモデルで

は、産業セクターにどの生産要素がどれだけ関係しているのかによって各セクター

損得が決まるので、選好はセクター間で異なると考えた（Frieden 1990, Irwin 1996

など）。 

 しかし、配分的帰結に着目するこれらのモデルによる分析には、以下のような問

題点が指摘できる。第一に、これらのモデルでは、配分的帰結に基づいて人びとが

自らの自由貿易への選好を決定する、あるいは出来ると考えるのは、人びとの利益

計算能力を過大に評価しないことには不可能である。すべての人びとが利益計算で

きるかとは考えにくい。第二に、これらのモデルが分析の対象としている社会集団

は、生産要素の所有者（地主、資本家、労働者）や産業セクターに限定されており、

これらのモデルは、他の社会集団（例えば消費者）の選好については分析の対象外

としてきたことである。実際には、生産者は消費者でもある。生産者としての利害

である雇用や所得への影響を考えて選好を形成するだけでなく、消費者としての利

害を考慮するとなるとその計算はより複雑になり、一義的に選好が形成できない可

能性が高い（Naoi and Kume 2011）。この点では、有権者を消費者とみなして、消

費者の選好がどのようなものかを明らかにしようとする研究もなされている

（Grossman & Helpman 1994）。 

  

TPP の交渉参加の決定や交渉を理解するには、国内の勝利集合の幅を知ることが重

要である。また、勝利集合の幅を知るためには、国内の社会集団の選好を明らかに

することが求められる。しかし、TPP は、多国間の自由貿易交渉であり、また、交

渉の対象となる分野も多いため、TPP から受ける国内での利害計算は複雑になり、

従来の分析枠組みで選好を明らかにするには限界がある。したがって、TPPへの国

内の選好を知るには、国内の選好がどのように形成されるのか、そのメカニズムを

明らかにすることが必要と言えるのである。 

 

３．TPP に対する選好形成の分析 
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（１）TPP に対する態度の時系列変化 

 我々は 2011 年 11 月から 2013 年まで、月例インターネットサーベイによって、

TPP に対する賛否を調査してきた（科学研究費基盤 A「日本人の外交に関する選好

形成メカニズムの研究」代表河野勝）。そこでは、毎月新しいサンプルを選んで質

問する「フレッシュ」部分と毎回同じ被調査者に回答をしてもらうパネル部分があ

る。以下にその月次別のグラフを示す。ここでは、「環太平洋経済連携協定（TPP）

について、うかがいます。TPP に日本が参加することについて、賛成の人と反対の

人がいますが、あなたはどうお考えですか。」という質問に、賛成から反対までの

5 段階尺度で答えてもらっている。図 1 は、「賛成」と「どちらかというと賛成」

と答えた人の比率を合計して表示している。 

 態度の時系列的な変化が読み取れるだろう。TPP のもたらす配分的帰結に基づい

て人々が態度を決めていると考えるにはこの変動は大きすぎるだろう。確かに、

人々が配分的帰結について判断するには、情報が必要であり TPP の争点化以降情報

を蓄積しながら態度形成をしてきたと考えると時系列的な変動は説明がつくかも

しれない。しかし、その場合は変動にある程度のトレンドが観察できそうである。

しかし、上記のグラフが示すところは、賛否の態度がこの調査期間中にかなり上下

に変動していることである。 

 また、この期間中の主要全国紙（読売・朝日・日経）1面での記事を分析すると、

TPP が 1面で大きく取り上げられたのは 2011 年 12 月のみである。グラフが示すよ

うにこの報道の増加を挟んで、2012 年 1 月には賛成が大きく減じている。人々が

TPP に対する情報を得て、従来の漠然とした賛成の態度を反対へと変えたことを示

すようにも読める。しかし、2012 年 2 月には、賛成が再び増えている。TPP に関す

る情報の蓄積によって、それへの選好が決まっていくとは、見られないだろう。 

  

（２）TPP と日本経済 

 久米郁男と直井恵による別のインターネット調査では、TPP への賛否に対して、

回答者の職場や会社への影響の評価は有意に効かずに、TPP の日本経済への影響認

知が効いている（久米 2013）。TPP への選好形成を、それの持つ個々人への配分的

帰結やその認識を超えてより広い文脈で分析を行う必要がある。言い方を変えれば、

人々はポケットブック的に自分にとっての TPP の利得を選好形成の根拠にしてい

るのではなく、日本経済にとっての影響というソシオトロピックな判断をしている

可能性がある。 

 我々の外交に関する月例世論調査では、2011 年 11 月と 2012 年 5 月に TPP に対

する賛否を聞いた上で、28 の国内アクター（米作農家、大企業、中小企業、消費

者など）と米国、中国、韓国、オーストラリア、インドネシア、シンガポールの 6
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カ国を提示し TPP によって損をするアクターと得をするアクターを５個まで選択

してもらった。 

 11 月調査の一部結果については、久米・河野（2011）、久米・古城・西澤（2011）

として発表している。2012 年 5 月の調査でも、そこでの知見と同じものが基本的

に確認できた。その意味では、調査結果は頑健なものと考えられる。以下では、基

本的に、12 月データと 5 月データをプールして分析を示す。 

 まず、損得の言及率を見ておこう。結果は図 2 の通りである。損をするアクター

としては、各種農家と中小企業が言及され、得するアクターとしては、アメリカに

加えて輸出産業、自動車産業など輸出関連アクター、そして消費者があげられる。 

では、このような損得の認知は、TPPへの支持にどのように影響しているだろう

か。ここでは、従属変数に TPPへの賛否を，賛成を 1，反対を 0 とする 5段階尺度

でとり、これに上記の損得認知がどのように影響するかを回帰分析にかける。なお、

この従属変数は連続変量ではなく、順序尺度と考えるべきものであるので、順序ロ

ジスティック回帰で分析するべきであるが、その場合係数の解釈が簡明ではないの

で、ここでは，やや乱暴であるが OLS 回帰分析の結果を示す（なお、有意な係数

はロジットで分析したものと同じであった。）図 3 は、１％水準で有意であった係

数をグラフ化したものである。まず、消費者と患者に対して、TPP が得になると考

えるか損になると考えるかで賛否が大きく分かれることがわかる。第 2 に、輸出入

に関わる産業の得になるとみる人々は TPP への支持に回る。ここで興味深いのは、

工場労働者や中小企業に得になると考える人が TPP を支持していることである。ス

トルパー・サミュエルソン的な生産要素の希少性によって損得関係が見られている

と言うよりも、リカルド・ヴァイナー的なセクター特殊的な損得関係が見られてい

るようである。第 3 に、農業に対してマイナスの影響があると考える人は、TPP に

も反対している。最後に、金融・保険・投資家が損をすると見る人も TPP には否定

的である。これは、アメリカが得をすると見る人が、TPP に反対する傾向があるこ

とと認識上は一貫しているのかもしれない。アメリカ金融資本への警戒と言うこと

であろう。 

ところで、以上の結果は、人々の TPP に対する選好形成が、国際経済学が考えて

いたような個々人にとっての TPP の持つ配分的帰結のみによっては決まらないこ

とを示唆している。ここで聞いているのは、日本社会の様々なアクターにとって

TPP がもつと予想する影響認知であり、そこには回答者個人の利害と直接に結びつ

くような（ポケットブック的な）利害計算も入っている（たとえば、消費者として

の利益や患者としての利益）と考えられる一方、より一般的な日本経済への影響（ソ

シオトロピックな利害計算）も重要な判断基準になっていると考えられる。 

この点を確認するために、自由貿易に対する選好に影響を与えると考えられてき
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た個人属性を統制した上で、上記の損得認知が TPPへの選好に影響を及ぼしている

かを確認する。ここでは、有意に効いていた上述の損得アクターのなかで、特徴的

であった「得—消費者」、「損—患者」、「損—米作農家」、「得—輸出産業」、「得—アメリ

カ」、「損—投資家」を独立変数として投入し、統制変数として、性別（男性＝0，女

性 1）、年齢、収入、学歴、結婚（未婚＝0，既婚＝１）、国際業務セクターダミー、

非正規労働者ダミー、正規雇用ダミーを投入して、順序ロジスティック回帰と OLS

回帰の結果を示したのが、モデル 1 である（表１，２）。なお、国際業務セクター

ダミー変数は、「あなたが働いている会社や団体、またはあなたの事業の業務内容

について、当てはまるものをすべて選んで下さい」と聞いて、「外国から原料や製

品を輸入している」「外国へ原料や製品を輸出している」「外国で生産している」の

いずれかに答えた場合を 1 としている。（なお、個人属性として農業従事者を統制

変数に入れるべきであるが、全回答者中農林漁業従事者は 0.72％であるため投入

していない。） 

その結果、個人属性を統制した上でも、損得認知は投資家にとってのマイナス影

響を答えたもの以外、すべて有意に TPP の選好に影響を及ぼしている。他方、統制

変数では、雇用形態や国際業務のありなし言った変数が態度に効いていないことが

注目される。これは、貿易の配分的帰結というポケットブック的な計算ではなく、

ソシオトロピックな判断が効いていることを示しているといえるだろう。 

 

（３）TPP と安全保障 

 ところで、TPP をめぐる政治的議論においてはそれがもたらす経済的利害のみな

らず、それが持つ地政学的なインプリケーションが論じられた点に特徴がある。ニ

ューヨーク・ハドソン研究所での安倍首相の演説では、「これからの、インド・太

平洋の世紀を、日本と米国は一緒になって、引っ張っていくべきであると私は信じ

ております。目指すのは、自由、民主主義、人権、そしてルールに基づく秩序を尊

ぶ世紀です。ＴＰＰとは、その背骨をなすものです。だからこそ、私は、ＴＰＰの

交渉に参加しなくてはならないのだと、決意をしたのです。」と語られている。5少

なくとも、政治的ディスコースのレベルでは、TPP は安全保障政策と密接に結びつ

いている。 

 果たして、このような地政学的な関心、安全保障への関心と TPP は、一般国民の

間での選好形成においても結びついているのか。 

 これを確認するために上述の回帰分析モデルに、安全保障に関する変数を投入し

て分析を行う。投入する変数は「現在、日本に対して中国はどれくらい影響力をも

 
5 安倍総理大臣スピーチ（ハドソン研究所、ニューヨーク、2013年 9月 25日、
http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/0925hudsonspeech.html） 
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っていると思いますか」という質問に、「まったく影響力がない」を 0、 

「非常に大きな影響力をもっている」を 10 として得た回答と「沖縄の負担は過重

であっても、戦略的な重要性からして基地が集中する現状はやむを得ない」という

意見への賛否を 5 段階で聞いた回答（賛成＝5，反対＝1）である6。  いずれも中

国に対する安全保障上の脅威を反映する質問とみることが出来よう。結果は、これ

ら二つの変数とも有意に TPP への支持に影響を及ぼした（モデル 2）。中国の影響

を高いと感じる人ほど、また沖縄への基地配置を戦略上必要と見る人ほど TPP を支

持する傾向にある。また、これらの変数の影響は、性別や「損—米作農家」が TPP

支持に与える影響よりも大きい7。 

 一般国民の間でも、TPP は安全保障問題とパッケージで理解されているとみるこ

とが出来る。 

 

（４）国際関係に関する知識と TPP 

 以上見てきたように、TPP に対する一般国民の選好形成には、TPP の持つ分配上

の帰結に加えて、その日本経済への影響認知、さらには安全保障考慮が影響を与え

ていることが確認できた。しかし、冒頭に述べたように TPP の配分的帰結だけでも、

それを正確に判断することは困難であろう。TPP に対する賛否について、わからな

いと答えた人が 11 月調査では 11.2％、5 月調査では 19.7％いる。 

 このことは、まず、TPP に関する知識の有無が選好形成に影響する可能性を示唆

する。我々の調査では、先に見た TPP で得するアクター損するアクターをそれぞれ

5 個まで選んでもらっている。しかし、5 アクターを全員があげるわけではない。

当然、TPP に対する知識は少ない人ほど、賛否を明確に出来ないだろう。ただし、

損得のアクターを合算して TPP に関する知識量の代理変数として、賛否への影響を

見ることは無意味である。得するアクターを多くあげる人は、TPP を支持し、損す

るアクターを多くあげる人は反対に回る傾向があるだろう。そこで、得するアクタ

ーとして上げた数、損するアクターとして上げた数をそれぞれ変数化して、上記回

帰分析に投入した。その結果、得するアクターを多くあげる人は、TPP に賛成へ、

損するアクターを多くあげる人は反対へと傾く傾向が有意に確認できた（モデル

3）。この結果は、TPP に対する知識量が態度形成に影響する可能性を示唆している。 

 しかし、損得アクター言及数は、ＴＰＰに関する知識をはかる指標としては、正

 
6 なお、沖縄に関する質問は 11月調査では聞かれていないので、ここでの分析は 5月デー
タのみの分析となる。以後の分析も同じ。 
7 中国の影響力認知が 1単位高まるごとに TPP支持は、0.012ポイント上昇する。9ポイ
ントの上昇は、0.108ポイントの差を生む。これは、性別が持つ影響 0.09よりも大きい。
米作農家が損をするとした人は、そうでない人に対して、0.054ポイント TPP支持が下が
るにとどまる。 
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確ではない。そこでは、言及数がＴＰＰへの態度とも相関すると考えられるからで

ある。そこで、国際関係に対する純然たる知識を測る指標を用いてみよう。我々の

調査では、国際関係に関する一般的な知識量をはかるために 6 つの知識質問を設定

した。以下である。 

 

「国際連合の現在の事務総長は、どこの国の出身だと思いますか」 

「NATOという略称でよばれる国際機関は、次のうちどれにあたると思いますか」 

「IMF という略称でよばれる国際機関は、次のうちどれにあたると思いますか」 

「1985 年、アメリカや日本など先進国 5 カ国の間で為替レートを調整し、ドル安

円高をすすめることにした国際的合意は、次のうちどれだと思いますか」 

「次にあげる国際機関のうち、現在、日本人が事務局長をつとめているのはどれだ

と思いますか」 

「次にあげる国々の中で、最もイスラム教徒が多い国は、どれだと思いますか」 

 

それぞれについて 4 つの選択肢を提示して回答を求めた。正解状況は表 3 に示して

あるようにほぼ均等に分布している。また、この正解率と損得言及個数との相関は、

得-アクター数とが 0.321(0.1%)，損-アクター数とが 0.239（0.1％）である。この

正解数をモデルに投入すると、正解数が多い回答者ほどＴＰＰを支持していること

がわかる（モデル 4）。 

 損得アクター言及数を外して、知識量のみを投入したモデル 5 でも、国際関係に

関する知識が多いほどＴＰＰに対して賛成する傾向があることがわかる。 

 しかしながら、上記のモデル 4 では、確かに得-アクター言及数はＴＰＰ支持に

効いているが、損-アクター言及数はＴＰＰ反対へと効いている。このことは、国

際関係への知識が増えることによって、ＴＰＰというイシューへの賛成反対の態度

が明確になることを意味している可能性がある。そうであるならば、国際関係への

知識、すなわち我々のデータの場合は先の正解数は、ＴＰＰ態度に対して直線的な

効果を持っていないかもしれない。 

 そこで、その点を確認するために、正解数ごとに、ＴＰＰへの賛否状況を示すグ

ラフを作成した（図４）8。このグラフは、二つのことを示している。第 1 に、国

際関係に関する知識（正解数）が少ないグループは、賛否の態度が不明確で、どち

らともいえないが多くなるが、知識量が多い人ほど、賛否の態度が明確になるグラ

フはＶ字型になる。意見の両極化が、知識量の増大とともに見られる。これは、政

策イシューについて一般的に見られる傾向といえるだろう。 

 
8 2011年 11月データで作図しているが、2012年 5月データでも同じパターンが観察でき
る。 
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 第 2 に、知識量の増加は、ＴＰＰ支持の方に意見分布を傾ける傾向がある。この

点は大変興味深い。まず、ここで問題にしている知識はＴＰＰに関する直接的な知

識ではない。より一般的な、国際関係に対する知識である。この知識を多く持つ人

は、元々国際関係に興味を持っている人であり、いわば国際派であろう。このよう

な人たちは、自らにとってＴＰＰが持つ分配的帰結とは独立にＴＰＰを国際協調的

な枠組みとして好意的に評価しているのかもしれない9。ＴＰＰに対する選好形成

にはこの種の国際関係志向があると言うことが出来そうである。 

 

４．結論と含意 

 TPP のように「国論を二分する」と政治指導者が認識する対外経済政策の形成に

おいて、政治指導者は、政策に対する国内での支持に敏感になると考えられる。す

なわち、交渉への参加の決定、交渉において勝利集合（win-set）の幅に国内の選

好が与える影響は大きいと考えられる。では、国内の選好はどのように形成される

のであろうか。 

 本論文は、従来の生産要素に焦点をあて自由貿易への政策変更がもたらす配分的

帰結に着目するモデルでは国内の選好が十分に明らかにできない点を指摘した上

で、TPP に対する国内の選好が個人のレベルでどのように形成されるのかを世論調

査のデータに基づき考察した。その結果、選好形成には TPP がもたらす個人への損

得以外に、日本の経済全体への影響というソシオトロピックな判断、安全保障上の

判断（中国の影響、基地の戦略的位置づけ）、国際関係についての知識量が関係す

ることを指摘した。この検討から、自由貿易政策への政策変更がもたらす配分的帰

結だけでは国内選好を十分にとらえられないことがわかった。 

 これは、TPP という経済交渉の特色が影響している可能性が高い。TPP 交渉は,

自由貿易交渉と認識されているが、12 カ国の多国間の交渉であること、物品の自

由化以外の知的財産、医療・保険、競争政策、投資、環境など 20 を超える多数の

分野を含む包括的な交渉であること、秘密保持の原則のため交渉に参加するまで情

報が得られなかったことなどにより、TPP がどのような損得をもたらすのかを個人

のレベルで予測するのは、これまでの二国間交渉などに比べてかなり難しい。この

ため、TPP がもたらす損得の計算が難しいと言えるだろう。そのような状況下にお

いて、ソシオトロピックな判断、安全保障上の判断、国際関係の知識量が関係して

いるのは興味深い。 

 東アジアを含む地域での自由貿易協定の枠組みは複数存在している。特に、日中

韓 FTA、ASEAN＋６カ国（日、中、韓、豪、ニュージーランド、インド）からなる

 
9 可能性としては、ＴＰＰから分配上利益を得る人が、国際協調思考になるということも
ある。 
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東アジア地域包括的経済連携（RCEP）などは、地域の枠組みとして、同時に交渉が

行われている。また、それぞれの交渉の進展が他の交渉に影響を与えている。例え

ば、TPPへの日本の交渉参加を表明した後、交渉が遅れていた日中韓 FTA の交渉が

進められたり、中国の TPPへの関心が表明されたりしたことは、枠組みの交渉が相

互に影響を与えていることを示唆している。これらの FTA・EPA 交渉には、各国の、

経済上の動機だけではなく、政治外交上の動機も存在している（ソリース・スター

リング・片田 2010）。このような現状に照らすと、複雑化、多様化している東ア

ジアの FTA・TPA 交渉に対する国内の選好は、経済上の損得の計算だけで形成され

ているとは言えない可能性が高い。本論文は、TPP に対する選好形成が、経済上の

損得計算以外の要素に影響を受けている点を示すことによって、選好形成の新たな

視座が必要なことを指摘した。 
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図 3 
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表 1 ＴＰＰ支持についてのＯＬＳ回帰 
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表 2 順序ロジット 
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表 3 国際関係質問正解数 
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